
日本生命とニッセイ基礎研究所は、98年１月

中旬から２月末にかけ、全国の中堅・中小企業

を中心に「第６回ニッセイ景況アンケート」を

実施した（回答数4,808社）。今回は特に足下

の金融環境の変化と、４月１日からスタートし

た金融ビッグバンに対する企業経営者の見方

についての設問を行った。

それによると、①ビッグバンに対する関心は、

まだ一部の企業にとどまっていて、地方の中小

企業には十分実感されていないが、②既にビッ

グバンを意識している企業（主として都銀をメ

インバンクとする大企業あるいは業況の良い

中小企業など）では、ビッグバンの進行により

「銀行との取引内容が多様化」し、「特定金融

機関との取引が強まる」と予想している。③ビ

ッグバンによって「金融機関同志の競争は激

化」するものの、企業にとって大きなメリット

がもたらされるだろうという期待はうすく、

「調達コストが安くなる」と期待する企業はわ

ずか４％である。④これを反映して、金融機関

への期待として「低コストの資金調達」をあげ

る企業は８割近くにのぼっているなど、足下の

厳しい金融情勢が強く反映している。

１１１１．．．．借借借借入入入入れれれれ環環環環境境境境はははは厳厳厳厳ししししくくくく、、、、資資資資金金金金繰繰繰繰りりりりはははは急急急急速速速速にににに悪悪悪悪化化化化

(1)(1)(1)(1)急急急急速速速速にににに厳厳厳厳ししししくくくくななななっっっったたたた金金金金融融融融機機機機関関関関のののの貸貸貸貸出出出出態態態態度度度度

前回調査時点（97年８月）から今回にかけて

最も顕著に現れた変化は金融機関の貸し渋り

である。過去５回の調査結果と一変して、今回

は「貸し渋り」の実態が初めて明らかとなった。

今回のアンケート結果によると、金融機関の

貸出態度について、「厳しい」「やや厳しい」

とみる割合が 29.8％と前回（5.2％）から大き

く増加し、また「ゆるい」「ややゆるい」とみ

る割合は16.3％と、前回（55.8％）から大きく

低下した。この結果貸出態度D.I.（ゆるい－厳

しい、図表－１参照）は、41.8 から-5.1 へと

大幅に悪化している。

動き始めた企業の金融機関選別

－第６回ニッセイ景況アンケート「ビッグバン調査」より－

産業調査部

図表－１　貸出態度 D.I.の推移
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( 注 )貸出態度D.I.は次の算式による。
ゆるいと回答した企業数%+ややゆるいと回答した企業数%×
0.5-やや厳しいと回答した企業数%×0.5-厳しいと回答した
企業数%
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(2) (2) (2) (2) 大大大大幅幅幅幅にににに低低低低下下下下ししししたたたた資資資資金金金金繰繰繰繰りりりりのののの余余余余裕裕裕裕度度度度

金融機関の貸出態度が厳しくなるなか、企業

の資金繰りも、大幅に余裕が無くなってきてい

る。現在の資金繰り状況が、「楽である」「や

や楽である」との割合が低下し、「厳しい」「や

や厳しい」とみる割合が上昇した。この結果、

資金繰り状況D.I.（楽である－厳しい、図表－

２参照）は、28.8から6.9に急低下した。

図表－２　資金繰り状況D.I.の推移

( 注 )資金繰り状況D.I.は次の算式による。
楽であると回答した企業数%+やや楽であるとした企業
数%×0.5-やや厳しいと回答した企業数%×0.5-厳しいとし
た企業数%

2.2.2.2.流流流流動動動動性性性性をををを増増増増すすすす企企企企業業業業とととと金金金金融融融融機機機機関関関関のののの関関関関係係係係

昨年秋以降の相次ぐ金融機関の破綻のなかで、

17.0％の企業がこれまでの取引金融機関の変

更を実施、またはその検討をしている（図表－

３）。

「金融機関の破綻が続く中で、最近これまで

取引のあった金融機関を変更したか」という質

問に対し、「メインバンクを変更した」は0.7％

にとどまっているが、「一部の金融機関との取

引をやめた」は 6.2％、「新しい取引金融機関

を増やした」が 6.3％である。さらに「変更を

検討しはじめた」は3.8％となっている。

業種別にみると、「一部の金融機関との取引

をやめた」とする企業が専門サービスで13.5％、

鉄鋼で10.2％と他業種に比べ高いほか、「新し

い取引金融機関を増やした」は、通信で25.6％、

事業所向けサービスで10.1％である。

また企業規模別では、大企業で11.7％が「一

部の金融機関との取引をやめた」としており、

「新しい金融機関を増やした」3.4％を大きく

上回っている。しかし中堅、中小企業では「や

めた」「増やした」が拮抗している。

メインバンク別では、「特に変化がない」は地

銀・第２地銀をメインとする企業で86.5％と高

く、信用金庫・信用組合がメインの企業では「新

しい取引金融機関を増やした」とする企業の割

合が12.4％と高い。

図表－３　取引金融機関の変更について

（注）若干の無回答があるため合計は100にはならない。
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　全産業 17.0 3.8 6.2 6.3 0.7 82.4

製造業 15.4 3.4 5.8 5.3 0.9 84.1

業 鉄鋼 18.7 1.7 10.2 6.8 0.0 81.4

非製造業 18.2 4.2 6.4 7.0 0.6 81.2

種 通信 30.2 2.3 2.3 25.6 0.0 69.8

情報ｻｰﾋﾞｽ 19.1 4.8 7.6 4.8 1.9 81.0

別 専門ｻｰﾋﾞｽ 13.5 0.0 13.5 0.0 0.0 86.5

事業所ｻｰﾋﾞｽ 20.8 2.5 8.2 10.1 0.0 78.6

規 大企業 21.3 5.9 11.7 3.4 0.3 78.3

模 中堅企業 17.4 4.0 6.5 6.4 0.5 82.2

別 中小企業 16.5 3.6 5.6 6.5 0.8 83.0

都市銀行 18.8 4.1 7.0 6.9 0.8 81.2

地銀･第二地銀 13.4 2.8 4.5 5.7 0.4 86.5

信金・信用組合 22.7 6.2 4.1 12.4 0.0 77.3

長信銀・信託 21.8 8.0 8.0 5.1 0.7 78.3

政府系 18.3 2.8 6.6 6.6 2.3 81.7

メ
イ
ン
バ
ン
ク
別その他 18.2 5.1 6.1 4.0 3.0 81.8



3. 3. 3. 3. 圧圧圧圧倒倒倒倒的的的的にににに高高高高いいいい「「「「低低低低ココココスススストトトト資資資資金金金金」」」」へへへへのののの期期期期待待待待

(1)(1)(1)(1)｢資産運用｣より｢資金調達｣面に大きい期待｢資産運用｣より｢資金調達｣面に大きい期待｢資産運用｣より｢資金調達｣面に大きい期待｢資産運用｣より｢資金調達｣面に大きい期待

「ビッグバンが進展する中で、貴社は金融機

関に何を期待するか」という質問に対する回答

（複数回答）にも、足下の貸し渋りに対する懸

念が強く影響している。

　「低コストの資金調達」が78.9％と突出して

おり、「銀行、保険、証券など多領域にわたる

サービスの総合的な提供」の40.1％がこれに続

いている。一方「高利回りの金融商品の提供」

10.4％、「資産運用に対する専門アドバイス」

8.9％と、資産運用面に対する期待はあまり大

きくない。また「取引先や顧客の紹介」27.7％

や「企業経営全般に関するアドバイスやコンサ

ルティング」20.2％といった、経営や営業面で

の支援サービスへの期待も強い（図表－４)。

(2)(2)(2)(2)小小小小規規規規模模模模企企企企業業業業ほほほほどどどど強強強強いいいい低低低低ココココスススストトトト資資資資金金金金ニニニニーーーーズズズズ

業況別にみると、「総合的なサービスの提

供」を期待する割合は業況の良い企業で高く、

「取引先や顧客の紹介」は業況の悪い企業で期

待が強い。「低コストの資金調達」は全般的に

高いが、業況の良い企業の方が低くなっている。

企業規模別にみると、「低コストの資金調

達」は企業規模が小さいほど高く、「多領域に

わたるサービスの総合的な提供」は企業規模が

大きいほど高くなっている。また「取引先や顧

客の紹介」、「企業経営に関するアドバイスや

コンサルティング」をあげる割合は企業規模が

小さいほど高くなる。

4.4.4.4.特特特特定定定定金金金金融融融融機機機機関関関関ととととのののの取取取取引引引引がががが深深深深化化化化すすすするるるるとととと予予予予想想想想

(1)(1)(1)(1)過過過過半半半半数数数数がががが取取取取引引引引のののの多多多多様様様様化化化化をををを予予予予想想想想

「金融ビッグバンのもとでの貴社と金融機

関の関係はどのように変化すると考えるか」と

いう質問に対して、「取引の内容が多様化す

る」と答えた企業の割合が50.5％を占め、「特

定の金融機関との取引が深まる｣（34.7％）が

これに続いている。取引金融機関の数について

は、「取引金融機関が増える」16.6％、「減る」

図表－４　金融機関に対する期待

低コストの資金調

達

銀行、証券、保険な

ど多領域ｻｰﾋﾞｽの総

合的な提供

高利回りの金融商

品の提供

資産運用に関する

専門的アドバイス

企業経営全般に関

するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ、ｺﾝｻﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞ

取引先や顧客の紹

介

全全全全産産産産業業業業 78.978.978.978.9 40.140.140.140.1 10.410.410.410.4 8.98.98.98.9 20.220.220.220.2 27.727.727.727.7

製造業 79.0 44.2 10.5 9.1 21.3 20.7

　素材型 81.7 47.347.347.347.3 9.7 7.8 19.1 18.6

　加工型 77.7 42.6 10.8 9.7 22.4 21.7

　

業

種

別
非製造業 79.1 37.1 10.4 8.7 19.1 33.4

大企業 77.9 55.555.555.555.5 13.1 9.7 15.5 18.6

中堅企業 78.1 43.6 11.1 10.8 19.6 25.9

規

模

別 中小企業 79.3 37.7 9.9 8.3 20.8 29.229.229.229.2

都市銀行 79.1 41.3 10.4 8.7 20.7 27.4

地銀・第二地銀 80.5 38.3 8.6 8.9 21.7 29.329.329.329.3

信金・信用組合 84.5 41.2 6.2 9.3 17.5 19.6

長信銀・信託 87.787.787.787.7 42.8 14.514.514.514.5 5.8 15.9 18.8

メ
イ
ン
バ
ン
ク
別 政府系 85.9 39.0 11.3 6.6 19.7 27.2

良い（良い+やや良い） 75.2 45.245.245.245.2 11.2 10.2 20.8 22.8

ふつう 79.4 41.2 9.5 8.9 18.6 26.1

業

況

別 悪い（悪い+やや悪い） 79.8 38.4 10.6 8.5 20.7 29.829.829.829.8

（注）複数回答のため合計は100にならない。



10.0％で、増やすと考える企業が若干上回って

いるものの、多くの企業は特定の金融機関とよ

り多様な取引をすることになるだろうと予想

しているようである。ビッグバンが進展しても

金融機関との関係は「従来と変わらない」とす

る企業は27.7％であり、「メインバンクが変わ

る」は3.8％にとどまった（図表－５）。

(2)(2)(2)(2)業業業業況況況況のののの良良良良いいいい企企企企業業業業はははは取取取取引引引引先先先先のののの増増増増加加加加をををを予予予予想想想想

「取引内容の多様化」や「特定金融機関との

取引深化」は大企業ほど割合が高い。また「取

引金融機関が減る」についても同様なことから、

大企業ほど金融機関を絞り込む方向にあると

いえよう。

ただし、業況が良い企業では「取引金融機関

が減る」8.6％に対し「増える」20.2％と金融

機関の絞り込みの予想は、今後の金融情勢の厳

しさにも影響されると推測される。

メインバンク別では、都市銀行がメインバン

クの企業で「特定金融機関との取引深化」の、

長信銀・信託銀行がメインバンクの企業で「取

引内容の多様化」との回答割合がそれぞれ高く

なっている。また信金・信用組合、地銀・第２

地銀をメインバンクとする企業では、「従来と

変わらない」の割合が高い。

5.5.5.5.メメメメリリリリッッッットトトトをををを予予予予想想想想すすすするるるる企企企企業業業業はははは小小小小数数数数派派派派

(1)(1)(1)(1)3333 分分分分のののの 1111 がががが金金金金融融融融機機機機関関関関同同同同士士士士のののの競競競競争争争争激激激激化化化化をををを予予予予想想想想

「ビッグバンの進展で金融機関の貴社に対

する姿勢はどの様に変化すると予想するか」と

いう設問には、３分の１強の企業が「金融機関

同士の競争がさらに激化する」と予想し、「資

金調達手段が多様化する」(20.0％)がこれに続

いている。また「従来と変わらない」とするも

のは16.3％である（図表－６）。

また「融資姿勢が厳しくなる」14.4％に対し、

「各種情報サービスが充実する」10.0％、「資

金調達コストが安くなる」3.9％とビッグバン

によるメリットを予想する企業は少数にとど

まっている。先に見たように「低コストの資金

調達」を期待する企業は８割弱にのぼるにもか

かわらず、実際にはその実現が難しいとみてい

る企業が多いようである。

図表－５　企業と金融機関の関係変化の予想
（複数回答：％）

取引内容が多様

化する

特定金融機関と

の取引が深まる

取引金融機関が

増える

取引金融機関が

経る

ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸが変わ

る

従来と変わらな

い

全全全全産産産産業業業業 50.550.550.550.5 34.734.734.734.7 16.616.616.616.6 10.010.010.010.0 3.83.83.83.8 27.727.727.727.7

大企業 65.265.265.265.2 44.844.844.844.8 16.9 17.9 1.7 12.8

中堅企業 53.1 37.0 15.5 11.8 2.4 25.7

規

模

別 中小企業 48.3 33.1 16.9 8.8 4.5 29.829.829.829.8

都市銀行 52.8 38.3 16.9 10.1 4.2 24.9

地銀・第二地銀 48.9 31.8 16.8 9.5 2.9 30.6

信金・信用組合 47.4 27.8 11.3 14.4 7.2 33.033.033.033.0

長信銀・信託 54.354.354.354.3 31.2 19.6 15.2 3.6 26.8

メ
イ
ン
バ
ン
ク
別 政府系 47.9 34.3 17.8 8.0 4.7 30.0

良い（良い+やや良い） 53.3 36.4 20.220.220.220.2 8.6 1.8 24.2

ふつう 47.7 32.7 15.4 9.0 3.4 31.3

業

況

別 悪い（悪い+やや悪い） 50.8 35.1 16.0 10.9 4.2 27.5

（注）複数回答のため合計は100にならない。



(2(2(2(2))))業業業業況況況況のののの悪悪悪悪いいいい企企企企業業業業ほほほほどどどど融融融融資資資資姿姿姿姿勢勢勢勢がががが厳厳厳厳ししししくくくくなななな

るるるるとととと予予予予想想想想

企業規模別にみると、「金融機関同士の競争

激化」を予想するのは大企業、「融資姿勢が厳

しくなる」と予想する割合が高いのは中小企業

である。

業況別では、良いとする企業で「金融機関同

士の競争激化」、「資金調達手段の多様化」を

あげる割合が高く、「融資姿勢が厳しくなる」

との予想は業況の悪い企業で多い。

メインバンク別でみると、都市銀行がメイン

の企業は「金融機関同士の競争激化」(35.5％）

と「資金調達手段の多様化」（21.6％）をあげ

る割合が最も高く、長信銀・信託銀行がメイン

の企業では「融資姿勢が厳しくなる」と予想す

る割合が26.8％と高い。また信金・信用組合が

メインの企業は「資金調達コストが安くなる」

と予想する割合が8.2％と、全体（3.9％）の２

倍以上と高い。

6.6.6.6.外外外外国国国国金金金金融融融融機機機機関関関関とととともももも４４４４割割割割弱弱弱弱がががが取取取取引引引引のののの可可可可能能能能性性性性

「もし外国（外資系）金融機関が、よりすぐ

れた商品やサービスをもってアプローチして

きた場合に取引を開始するか」との設問には、

「積極的に取引を始める」との回答は 3.7％に

すぎないが、「始める方向で検討する」を含め

ると４割弱の企業が前向きであることが判明

した（図表－７）。

 国際化の進む輸送用機械、電気機械や鉄鋼で

「取引を始める方向で検討する」が４割を超え

特に高い。また「積極的に取引を始める」とす

る企業は、全体では少ないものの、情報サービ

ス（8.6％）、個人向けサービス（8.5％）、専

門サービス（8.1％）のサービス業関連で、取

引に積極的な企業の割合が高くなっている。企

業規模別では、大企業で取引開始または開始を

検討する割合が高い。

さきにみたように、現在すでに取引金融機関

を変更したり検討をしている企業は17.0％、ま

たビッグバンのなかで取引金融機関が増える

もしくは減るとの予想企業はあわせて 26.6％

（複数回答）であった。しかし「よりすぐれた

図表－６　金融機関の姿勢変化の予想
（構成比：％）

金融機関同志の

競争が更に激化

する

資金調達手段が

多様化する

融資姿勢が厳し

くなる

各種情報のサー

ビスが充実する

資金調達コスト

が安くなる

従来と変わらな

い

全全全全産産産産業業業業 33.533.533.533.5 20.020.020.020.0 14.414.414.414.4 10.010.010.010.0 3.93.93.93.9 16.316.316.316.3

大企業 45.545.545.545.5 18.6 11.7 11.4 2.4 4.8

中堅企業 36.1 22.9 12.7 10.4 2.7 12.6

規

模

別 中小企業 31.7 19.2 15.215.215.215.2 9.8 4.4 18.5

都市銀行 35.535.535.535.5 21.621.621.621.6 14.0 9.7 3.7 14.3

地銀・第二地銀 32.0 19.6 14.0 10.2 4.2 18.6

信金・信用組合 28.9 17.5 20.620.620.620.6 6.2 8.2 16.5

長信銀・信託 34.1 20.3 26.826.826.826.8 2.2 0.7 12.3

メ
イ
ン
バ
ン
ク
別 政府系 33.8 18.3 14.6 8.0 6.1 17.4

良い（良い+やや良い） 37.737.737.737.7 22.222.222.222.2 9.5 9.3 3.5 16.2

ふつう 32.9 19.9 10.4 10.3 4.7 20.4

業

況

別 悪い（悪い+やや悪い） 32.7 19.4 17.417.417.417.4 10.1 3.7 14.8

(注)若干の無回答があるため合計は100にならない。



商品やサービスをもってアプローチしてき

た」場合には、外国（外資系）金融機関といえ

ども 38.3％の企業が取引開始に前向きである

ことから判断すると、ビッグバンが進展し金融

機関から「よりよい商品やサービス」などが具

体的に提供された場合には、現在取引している

金融機関が変更される可能性はより高まって

いくのではないかと考えられる。

　今回の調査結果では、ビッグバンの実質を理

解している企業は、まだ一部にとどまっている

といえるが、これは足下の厳しい状況がビッグ

バンへの期待をしぼませているというように

も解釈できよう。

現在企業の関心は、金融機関の貸し渋りある

いは、収益の悪化や資金繰りなど足下の問題に

集中していると推測される。したがって金融ビ

ッグバンへの期待や予想も、現状打開のための

対策や短期的な期待を反映している面が強い

と思われる。一方では金融機関との取引関係に

流動化の兆しがみられ、そのメリットが具体化

すれば前向きに対応していくと推測される。こ

のため 98 年４月の外国為替業務の自由化に始

まったビッグバンが進展していけば、金融機関

選別に中長期的な視点が含まれる傾向が強ま

って、企業の関心は、より金融取引の自由化の

メリットを生かす方策など本質的なものにシ

フトしていくという可能性もあると考えられ

る。

図表－７　外国(外資系)金融機関への対応

（構成比：％）

（執筆：産業調査部　木村達也）

取
引
開
始
（
検
討
）

積
極
的
に
始
め
る

検
討
す
る

始
め
る
方
向
で

始
め
な
い

わ
か
ら
な
い

　全産業 38.3 3.7 34.6 17.4 43.4

製造業 38.8 3.2 35.6 17.7 42.8

業 輸送用機械 46.6 1.7 44.9 15.2 38.2

電気機械 44.4 3.3 41.1 14.9 38.2

種 鉄鋼 44.1 3.4 40.7 8.5 47.5

非製造業 38.2 4.1 34.1 17.0 44.1

別 情報ｻｰﾋﾞｽ 40.0 8.6 31.4 14.3 45.7

個人ｻｰﾋﾞｽ 35.0 8.5 26.5 17.1 47.0

専門ｻｰﾋﾞｽ 37.8 8.1 29.7 16.2 45.9

規 大企業 4.6 44.9 13.4 36.7 0.4

模 中堅企業 2.7 34.2 17.7 45.1 0.3

別 中小企業 4.0 34.1 17.6 43.6 0.7
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